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(57)【要約】
【課題】
　気象条件に左右されない、特に風が吹いていても通常
の使用態様で使用できる高精度の騒音計を提供する。
【解決手段】
　測定対象音の音圧値を測定するマイクロホン１１と、
風速計１２と、上記風速計１２の出力信号から圧力値を
求めるとともに、上記音圧値と上記圧力値とを処理する
演算処理部１３を備えた騒音計１０である。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定対象音の音圧値を測定するマイクロホンと、風速計と、上記風速計の出力信号から
圧力値を求めるとともに、上記音圧値と上記圧力値とを処理する演算処理部を備えた騒音
計。
【請求項２】
　演算部の処理は、音圧値の実効値から圧力値の実効値を減算することを特徴とする請求
項１記載の騒音計。
【請求項３】
　風速計の出力信号を元に、演算処理部で、
【数１】

　（Ｃｗ：係数、ρ：空気密度、ｕ：変動風速）
の演算を行うことにより圧力値Ｐｗｉｎｄを求めることを特徴とする請求項１記載の騒音
計。
【請求項４】
　風速計はマイクロホンよりも前方に位置することを特徴とする請求項１記載の騒音計。
【請求項５】
　風速計とマイクロホンの距離は、１０～１５０ｍｍであることを特徴とする請求項１記
載の騒音計。
【請求項６】
　マイクロホンの出力Ｐｏｕｔを入力する段階と、風速計の出力Ｕを入力する段階と、上
記風速計の出力Ｕから圧力値Ｐｗｉｎｄを求める段階と、Ｐｏｕｔの実効値からＰｗｉｎ
ｄの実効値を減算する段階とを備えた騒音計測用プログラム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、屋外の騒音測定に用いることができる騒音計、および騒音計測用プログラム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、良好な環境の中で快適な生活を送ることの重要性がより強く意識されるようにな
っている。特に、大気や水の汚染とともに騒音は、いわゆる公害として過去から様々な問
題をもたらす原因として、その対策が広く講じられるべきものである。したがって、騒音
源のあるところでは、その対策を練るにあたり、必ず騒音の評価を行う必要がある。例え
ば、恒常的な騒音としては、航空機や新幹線による騒音、高速道路などの高架橋からの騒
音、ダムの放流に伴う放流音などがあり、また一時的な騒音としては工事現場での建設用
機械による騒音や、コンサートホールや球場からの騒音などがある。
【０００３】
　これらの騒音を測定する計測機器として、騒音計が広く用いられている。図８は騒音を
測定する従来の騒音計を示した模式図である。騒音計１は、マイクロホン２およびマイク
ロホン２からの出力を演算・評価する演算処理部３、およびその演算・評価結果を表示す
る表示装置４からなる計測機器である。そして、マイクロホン２は、音源に起因する空気
の振動、すなわち大気圧の圧力（音圧）変化を検出する振動膜５、振動膜５の振動を伝達
する伝達部材６、伝達部材６により伝達された振動を電気信号に変換するセラミック振動
子７とからなる。セラミック振動子７で発生した電気信号（電圧）は図示しないプリアン
プで検出され、演算処理部３の演算に供されるものである。
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　騒音計１は、マイクロホン２を測定対象音源に向けて騒音を測定することができる。ま
た、接続部８を介して本体部とマイクロホン２を分離することができ、マイクロホン２を
三脚に固定して用いることもできる。この場合、騒音計１の本体とマイクロホンは、ケー
ブルで接続する必要がある。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ここで、先に挙げた騒音に共通するのは、これらの騒音はすべて屋外での音響伝播であ
ることである。従って、騒音計は多くの場合、屋外で使用する必要がある。
【０００５】
　しかし、屋外での騒音計の使用は、気象条件に影響されることになる。特に、低周波騒
音の測定においては風の乱れ成分による圧力変動がマイクロホンに作用することが知られ
ている。これは風雑音と呼ばれている。この場合、騒音計の計測値は、測定対象音に風雑
音が加わった値となる。風雑音は、風速が弱い場合であっても相当程度発生する。そして
、風速が５ｍ／秒を超えると風雑音の影響は無視できないものとなり、ＩＳＯのレギュレ
ーションによれば測定を中止しなければならない。従って、屋外での騒音計の使用は、風
のない時期を選んで行う必要があり、騒音測定が気象条件によって左右され、季節によっ
ては相当長期間測定ができないという問題があった。
【０００６】
　これらの問題を解決するため、マイクロホンの周りに防風部材を配置することにより風
が直接マイクロホンに当たらないようにし、マイクロホンが風の影響を受けないようにす
る技術がある（特許文献１）。
　しかし、防風部材は完全に風の影響を除去することはできないという問題がある。さら
に、防風部材は、測定対象音の一部も遮断してしまうことになるため、測定対象音の正確
な測定の妨げになるという問題もある。
【０００７】
　また、風雑音が低周波成分を主に構成されることに着目し、ハイパスフィルターで風雑
音成分を取り除く技術や、一対のマイクロホンに及ぼす風雑音の影響は相関性が低いこと
に着目し、これを利用して風雑音成分を取り除く技術がある（特許文献２）。
　しかし、これらの場合においても、風の影響そのものを評価しているのではなく、風雑
音が影響した騒音測定結果に見られる特性や相関を利用したものであるので、測定対象音
が除去されることを完全に防止できるものではない。
【特許文献１】特開２００１－９１３５１
【特許文献２】特開２００１－１２４６２１
【０００８】
　そこで、本件特許発明は、気象条件に左右されない、つまり風が吹いていても通常の使
用態様で使用できる高精度の騒音計を実現することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の請求項１記載の騒音計は、測定対象音の音圧値を測定するマイクロホンと、風
速計と、上記風速計の出力信号から圧力値を求めるとともに、上記音圧値と上記圧力値と
を処理する演算処理部を備えたことを特徴とする。
　本発明の請求項２記載の騒音計は、請求項１記載の騒音計において、演算部の処理は、
音圧値の実効値から圧力値の実効値を減算することを特徴とする。
　本発明の請求項３記載の騒音計は、請求項１記載の騒音計において、風速計の出力信号
を元に、演算処理部で、
【数１】
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　　（Ｃｗ：係数、ρ：空気密度、ｕ：変動風速）
の演算を行うことにより圧力値Ｐｗｉｎｄを求めることを特徴とする。
　本発明の請求項４記載の騒音計は、請求項１記載の騒音計において、風速計はマイクロ
ホンよりも前方に位置することを特徴とする。
　本発明の請求項５記載の騒音計は、請求項１記載の騒音計において、マイクロホンと風
速計の距離は、１０～１５０ｍｍであることを特徴とする。
　本発明の請求項６記載の騒音測定用プログラムは、マイクロホンの出力Ｐｏｕｔを入力
する段階と、風速計の出力Ｕを入力する段階と、上記風速計の出力Ｕから圧力値Ｐｗｉｎ
ｄを求める段階と、Ｐｏｕｔの実効値からＰｗｉｎｄの実効値を減算する段階とを備えた
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　請求項１記載の本発明によれば、風が吹いているときでも騒音の測定が可能となり、気
象条件に左右されない騒音測定作業が可能であるという効果を発揮するものである。また
、風の影響そのものをマイクロホンに作用する圧力値として評価しているので、より正確
な対象音の測定が可能であるという効果を発揮するものである。
　請求項２、３、６記載の本発明によれば、簡単な演算で測定対象音の正確な評価を行う
ことができるという効果を発揮するものである。
　請求項４、５の記載の本発明によれば、マイクロホンと風速計が互いに干渉することな
く、音圧および風速の測定が可能であるという効果を発揮するものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　まず、本発明の原理を説明する。
　圧縮性の流れ場の支配方程式には、流体の移流拡散現象に加えて流体の弾性挙動も含ま
れるので、圧縮性ナビアストークス方程式は音波の伝播現象も同時に表現しており、そこ
では速度場と圧縮場は互いに関係する物理量である
　マイクロホンに作用する風圧（圧力値）と風速の関係は、（１）式のように表現できる
。

【数２】

・・・・・・・・・・（１）
ここで、Ｐｗｉｎｄは風がマイクロホンに与える変動圧力値、ρは空気の密度、ｕは風速
の変動成分である変動風速である。また変動風速uは、（２）式のように、風速計で測定
された測定風速値Ｕから平均風速値u０を減算して求めることができる。なお平均風速値u

０は一定時間の測定風速値Ｕを平均して算出することができる。

【数３】

・・・・・・・・・・（２）
このように、風速の変動成分により、圧力の変動成分を生じるものである。また補正係数
Ｃｗは、マイクロホンの形状や、マイクロホンの風に対する応答のメカニズム（マイクロ
ホンの感度、マイクロホンの周囲の流れ場、風の入射角、風の周波数成分、風速）などに
依存する係数である。
【００１２】
　一方、マイクロホンに作用する音圧（値）は、（３）式のように表現できる。
【数４】

・・・・・・・・・・（３）
ここで、Ｖは流体粒子（空気）の振動速度、ｃは音速である。
【００１３】
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　もし、音と風の位相がランダムであれば、暗騒音の補正と同様の考え方で、（４）式の
ようにＰｓｏｕｎｄの実効値（ｒ．ｍ．ｓ．）とＰｗｉｎｄの実効値（ｒ．ｍ．ｓ．）を
加算することができる。
【数５】

　　　　
　　　　

・・・・・・・・・・（４）
ここで、Ｐｏｕｔは騒音計のマイクロホンで測定された音圧値（実測値）である。
【００１４】
　もし、Ｃｗが既知であれば、ＰｏｕｔとＵを測定することにより、Ｐｓｏｕｎｄを求め
ることができる。つまり、ＣｗとＵ、その他のＣｗを構成する変数との関係を事前に風洞
実験により求めておき、具体的なＣｗの値を内蔵した騒音計を用いれば、屋外での騒音の
実測値に対して、風による影響の補正をかけることができる。具体的には、屋外での騒音
計Ｐｏｕｔを測定するとともに、風速計で風速Ｕを測定すれば、測定対象音の正確な音圧
を求めることができるものである。
　以下に、本発明の騒音計の実施例を示す。
【実施例】
【００１５】
（実施例１）
　図１は本発明の実施例である騒音計の概略構成図である。図１において、１０は騒音計
本体であり、騒音計１０は、検出部としてマイクロホン１１と風速計１２とからなり、こ
れらからの電気信号を受取り処理する演算処理部１３、および演算処理部１３の演算結果
を表示する表示装置１４とからなる。また、マイクロホン１１と風速計１２は一体として
構成されているが、風速計１２はマイクロホン１１の周りを回動可能に設けられている。
しかも、風速計１２はマイクロホン１１より前方に突出して設けられている。そして、マ
イクロホン１１および風速計１２は、ねじで構成された接続部１５で分離可能に構成され
ており、分離した際は、騒音計１０とは図示しないケーブルで接続して使用するものであ
る。
【００１６】
　マイクロホン１１と風速計１２は、互いの干渉を避けるために、１０ｍｍ以上離して設
置されている。また、マイクロホン付近の風速を測定するためには、風速計をマイクロホ
ンから１５０ｍｍ以内に設置するとよい。好ましくは、４０ｍｍから５０ｍｍの範囲内に
設置すると、お互い干渉が少なく、かつマイクロホン付近の風速を計測することが可能で
ある。
【００１７】
　図３はマイクロホン１１の要部断面を拡大した断面拡大図である。マイクロホン１１は
、従来の騒音計に搭載されるマイクロホンと同一の構成である。マイクロホン１１は、音
源に起因する空気の振動、すなわち大気圧の圧力（音圧）変化を検出する振動膜２１、振
動膜２１の振動を伝達する伝達部材２２、伝達部材２２により伝達された振動を電気信号
に変換するセラミック振動子２３とからなる。セラミック振動子２３で発生した電気信号
（電圧）は図示しないプリアンプで検出され、演算処理部１３の演算に供されるものであ
る。
【００１８】
　図４は風速計１２の先端の要部を拡大した拡大図である。風速計１２は、汎用的な熱線
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流速計プローブを用いることができる。風速計１２は、タングステン製のフィラメント３
１およびそれを支持する支持部材３２、保護部材３３を有しており、フラメント３１は保
護部材３３の開口部３４から突出して設けられている。支持部材３２は導体で構成されて
おり、フィラメント３１は支持部材３２を介して通電され加熱されている。
【００１９】
　かかる風速計１２の動作原理を説明する。加熱されたフィラメント３１に風が当たると
、風によりフィラメント３１は冷却される。フィラメント３１を一定温度に保つには通電
量を増やせばよいが、この電流量は風速値に依存するので、これらの関係をあらかじめ求
めておき、フィラメント３１を一定温度に保つ電流量を測定すれば、風速を求めることが
できる。
　なお、図４のような一次元フィラメントである標準直線プローブのほか、様々な風向に
も対応可能なＸ型プローブ、その他三次元プローブを用いれば、風向に依存しないより正
確な風速を求めることができる。
【００２０】
　図５は、演算処理部１３のブロックダイアグラムである。マイクロホン１１および風速
計１２の出力はプリアンプ４１で増幅され、Ａ／Ｄコンバータ４２でデジタル信号に変換
され、ＣＰＵ４３に入力される。ＣＰＵ４３は記憶装置４４に格納されたプログラムに従
って演算を行い、結果を表示部１４に出力する。
【００２１】
　ＣＰＵ４３で行われる演算は、後述するように、マイクロホン１１で測定された結果か
ら風雑音の影響を除去する演算を行うほか、この演算結果をオクターブ分析、１／３オク
ターブ分析、ＦＦＴ（高速フーリエ変換）分析を行い、この結果を表示部に出力したり、
風速計１２の出力から風速を演算によって求め、この風速を表示部に出力するといった役
割も担っている。そのほか、騒音計の出力として、等価騒音レベル（Ｌｅｑ）、レベル最
大値（Ｌｍａｘ）、時系列のレベル（ＬＰ）、低周波特性（ＬＧ）を求めるための演算や
、風速計の出力として、平均風速、風の乱れ強度、最大風速、時系列波形を求めるための
演算も行う。
【００２２】
　以上の構成を有する騒音計について、その使用方法を説明する。騒音計１０本体は、持
ち運びに便利なハンディタイプとなっており、測定者は測定対象音の方向にマイクロホン
１１および風速計１２を向けて測定開始ボタンを押すことにより測定を開始することがで
きる。また、図２で示すように、接続部１５でマイクロホン１１および風速計１２を分離
し、これを三脚などに固定して使用しても良い。その方が、手ぶれによるノイズを拾うこ
とがないから、より精密な測定に適している。
【００２３】
　さらに、特に低周波騒音の場合は、音源が特定できなかったり、あるいは高速道路高架
橋からの騒音のように、騒音がある一点から発生するものではない場合が多いので、指向
性がその周囲で等しいマイクロホンを使用して図２のように鉛直方向にマイクロホン１１
および風速計１２を設置すれば、あらゆる方向からの騒音を測定することができる。しか
も、どの方向から風が吹いてきても、風に対するマイクロホン１１の形状は一定であるの
で、風の影響は風向に依存せず、風洞実験によりあらかじめ求めて搭載されるＣｗの種類
は少なくて済む。よって、このような場合は、図２のようにマイクロホン１１および風速
計を鉛直方向に設置することが望ましい。
【００２４】
　図２のようにマイクロホン１１および風速計１２を鉛直方向に固定して使用する際、測
定対象音源の方向からずらして風速計１２を回動しておけば、測定対象音が風速計１２の
干渉を受けることを極力少なくすることできる。また風速計１２はマイクロホン１１より
前方（この場合は上方）に突出して設けられているので、測定される風はマイクロホン１
１による干渉を受けることなく、風速計は正確な風速を測定することができる。
【００２５】
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　次に、騒音計１０の騒音測定時の動作を図６を用いて説明する。図６は騒音計の動作を
図示したフローチャートである。かかる動作は、記憶装置４４に格納されたプログラムを
展開し、実行することにより実現する。
【００２６】
　本騒音計の使用者は、図２のようにマイクロホン１１および風速計１２を鉛直方向に向
けて三脚で固定し、図示しない測定開始ボタンを押し、騒音測定を開始する（Ｓ１）。
【００２７】
　マイクロホン１１で測定された測定対象音源の音圧Ｐｏｕｔは、電気信号に変換され、
ＣＰＵ４３に入力される。ここで上述の通り、測定された音圧Ｐｏｕｔは、風の影響が乗
った値となっているので、測定対象音源から発生した正確な音圧値ではない。一方風速計
１２で測定された風速Ｕも同様に電気信号に変換され、ＣＰＵ４３に入力される（Ｓ２）
。
【００２８】
　ＣＰＵ４３は、入力された測定対象音源の音圧Ｐｏｕｔおよび測定した風速Ｕから、あ
らかじめ記憶装置４４に格納されたプログラムを展開し、このプログラムにしたがって測
定対象音源の正確な音圧を求める。
　まず、（２）式を用いて、測定した風速Ｕから、所定時間測定されたＵの平均値（平均
風速値）u０を減算して変動風速uを求める。さらに、このｕを用いて、風がマイクロホン
１１に対して与える影響を、（１）式を用い、圧力値Ｐｗｉｎｄとして求める（Ｓ３）。
ここで、ρはあらかじめ定数として記憶装置４４に格納されている。またＣｗも風洞実験
によりあらかじめ求められた値が記憶装置４４に格納されており、これを呼び出して用い
る。
【００２９】
　次に、測定された測定対象音源の音圧Ｐｏｕｔの実効値、およびＰｗｉｎｄの実効値か
ら、（４）式を用い、対象音源の正確な音圧Ｐｓｏｕｎｄを求める（Ｓ４）。
【００３０】
　かかる計算結果からＰｓｏｕｎｄを求め、測定対象音の音圧をｄＢ（デシベル）などの
値に変換して表示装置１４に表示する（Ｓ５）。さらに、測定者が入力した命令に従い、
ＣＰＵ４３はあらかじめ記憶装置に格納されたプログラムにしたがって、等価騒音レベル
（Ｌｅｑ）、レベル最大値（Ｌｍａｘ）、時系列のレベル（ＬＰ）、低周波特性（ＬＧ）
を求めたり、オクターブ分析、１／３オクターブ分析、ＦＦＴ（高速フーリエ変換）分析
を行い、分析結果を表示装置１４に表示することもできる。
　また、測定者の命令に従い、風速計１２の出力から平均風速、風の乱れ強度、最大風速
、時系列波形を求め、表示装置１４に表示することもできる。
【００３１】
　なお、補正係数Ｃｗは、マイクロホンの形状や、マイクロホンの風に対する応答のメカ
ニズム（マイクロホンの感度、マイクロホンの周囲の流れ場、風の入射角、風の周波数成
分、風速）などに依存する係数であるので、これらの値を検出し対応するＣｗを呼び出し
て用いてもよい。例えば、風の入射角を風向計で、風速や層流乱流の程度を風速計で測定
し、これを元に対応するＣｗを呼び出すことができる。
【００３２】
　本実施例では、Ｐｏｕｔの実効値からＰｗｉｎｄの実効値を減算した値をそのままＰｓ
ｏｕｎｄとして用いたが、他の必要な演算をさらに行うことを排除するものではない。
【００３３】
　（実施例２）
　図７は第２の実施例の騒音計７０の構成を示した構成図である。実施例２の騒音計は、
実施例１の騒音計の構成に加えて風向計が備えられ、風の情報のチャンネルを風速、風向
の２チャンネルに増やしたものである。すなわち、マイクロホン７１、風速計７２に加え
て、マイクロホン７１が設けられた筐体に風向計７３を取り付けたものである。風向計７
３は、軸７４で垂直方向に立てられた一枚の翼部７５と、軸７４のもう一端に設けられた
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し、その回転角を角度検出装置が検出するものである。
【００３４】
　以上の構成を有する騒音計について、その使用方法を説明する。図７のように、マイク
ロホン１１および風速計１２を分離し、マイクロホンが騒音の音源方向を向くように、三
脚などに水平に固定して使用する。このような使用方法は、工事現場や野球場のように、
騒音源が特定されており、しかも騒音の発生方向も特定されている場合の騒音測定に適し
ている。しかし、風向によって風に対するマイクロホン７１の形状は一定ではなく、その
結果風のマイクロホン７１に対する影響は異なるので、風洞実験によりあらかじめ風の入
射角とＣｗの関係を求めてこれを搭載しておく必要がある。そして、騒音測定の際、風速
計７２で風速を測定するとともに、風向計７３で風向を測定することにより、これらの風
速、風向に対応するＣｗを呼び出し、実施例１と同様の処理をもって対象音源の正確な音
圧Ｐｓｏｕｎｄを求める。
【００３５】
　なお、風速計７２は実施例１のようにマイクロホン７１の周りを回動可能に設けても良
いが、回動可能でなく固定しておいてもよい。
【００３６】
　また、風向計は風向により翼部が回転する構成のものを用いているが、これに代えて風
速計をＸ型プローブや多次元プローブを用いることにより、風速計に風向計の機能も包含
させることができる。
【産業上の利用可能性】
【００３７】
　本発明の騒音計は、ハンディタイプ、固定タイプなどあらゆる形式の騒音計に用いるこ
とができる。また、測定対象音は騒音に限られることなく、野外コンサート会場での音響
測定など、音の測定全般に用いることができるものである。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の騒音計の構成図
【図２】本発明の騒音計の使用態様を表した説明図
【図３】本発明の騒音計が搭載するマイクロホンの要部断面図
【図４】本発明の騒音計が搭載する風速計の構成図
【図５】本発明の騒音計が搭載する演算処理部の構成図
【図６】本発明の騒音計の動作を表したフロー図
【図７】本発明の他の実施例である騒音計の構成図
【図８】従来の騒音計の構成図
【符号の説明】
【００３９】
　　１０　騒音計
　　１１　マイクロホン
　　１２　風速計
　　１３　演算処理部
　　１４　表示装置
　　１５　接続部
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